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1. 問題の所在と本研究の呂的

「グローバル/国際教育 (Global/ International Education) J (以下， I国際教

育Jと表記)は，米国で多くの人々に支持され，近年，その実践は急速に広がっ

ている。この現象は グローバル化を反映した「新しい国家像・世界像jの下で

シティズンシップ概念を再定義し，従来型の臣家の市民から新時代の市民の育成

へと教育の役割を問い直す動きとして多くの研究者に注目され，さまぎまな提案

がなされている。

このように，支持を拡大している「医際教育jであるが，その最大の要国であ

るグローバル化に関しては，多様な見解が示され，統一した定義は存在していな

い。これは，グローパル化の現象は開ーであっても，立場によって異なる解釈が

可能であり，国家や学校が教育実践レベルでどう対処すべきか，さまざまに提起

される余地が残されていることを意味する。そして，本来的に，多様な提案がな

されやすい土壌の下で 実施を迫られる現場の教師は，どのような教育実践を行

うべきかを見失うという構造的な問題が，これまでたびたび指摘されてきた。特

に，実践レベルでの暖昧性や複雑性が， I国際教育jの発展を担筈し， Fashion 

(衣装)， Food (食物)， Festival (祭り)等に象徴される，文化中心の表層的な授

業を増やしていることは，課題といえる。

以上の点を踏まえ，本研究では， I国際教育jの分かりにくさを問題とし，グロ

ーバル化の進展の下で，全盟各地で展開されている米国の「毘際教育jの実態を，

NPO・行政・学校からなる構造を分析することで明らかにし，課題の改善に資す
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ることを目的とする。

これまでも，ハンベイ (Hanvey，1976)やメリーフィールド (Merrγfield，1997) 

等，多くの研究者が， Iより正しいj定義を示すことで， I国際教育jのi凌味性の

払拭に努めてきた。そして，その提言は，日本でも紹介・分析され，社会科実践

等に大きな影響を与えてきた。しかしながら，これらの論考によって，主要なも

のだけでも，数十の定義が示されたにもかかわらず，現在でも，なお，分かりに

くさに対する批判がなされ，定義化の努力は続けられている。本研究は，そうし

た現状も踏まえて，定義のみを問題とするのではなく， I国際教育jが実施される

構造にも焦点を当て，諜題を生む原!習を探究するとともに，どうすれば，より効

果的に実践を行えるのかを検討する。

具体的には，以下の 2点を本論文における主要な開いとする。

まず，これまで別儲に分析されてきたNPO・行政・学校が，相互に影響を与え

ている点に着目し， NPOが提示する「国際教育jの特徴と行政・学校への浸透方

法は何かを明らかにする。

次に， NPOから支援を受ける行政・学校が提示する「国際教育Jの特徴と

NPO活動に与える影響は何かを明らかにする。

以上の2点を解明し， NPO・行政・学校の関係'性の分析や i国際教育j目標の

比較等を行うことで，米国の「国際教育jの構造を多語的に考察する。

2.先行研究とその諜題から見る本研究の特質

ここでは，先行研究を検討し，課題を指摘した上で，本研究の特質を明らかに

したい。本研究が前提とする先行研究の課題は，以下の 4点である。

第1に， I呂際教育」を対象としたこれまでの日米の論考は，理論研究や実践紹

介が中心であり，分析方法の妥当性を十分に考慮に入れてこなかった点が挙げら

れる。

第2に，米国では， NPO・行政・学校が中心となり，相互に影響を与えあいな

がら， I国際教育jを普及させてきたという構造があるにもかかわらず， 3者の特

徴と関係性を総合的に考察してこなかった点である。

第3に，これまでの研究では，米国「国際教育Jに強い影響力を持ち，普及に

大きな貢献をしているNPOの重要性に焦点が当てられることが少なく，類型化す

る際の分析対象となっていない点である。
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第4に， NPOの分析に際して，支援を受ける学校や行政関係者からの視点を踏

まえた考察が行われていない点である。

以上， 1国際教育Jに関する主要な先行研究の検討から，上記4つの課題を析出

した。以下には，先行研究と比較した，本研究の特質を 2点から論じたい。

特質の 1つ自は，先の第 1の課題に関わって，新しい分析枠組みを提起したこ

とが挙げられる。特に，本論文では，現在進行中の「国際教育j改革の実態、を考

察するために，社会運動論の成果を参考にしながらより妥当性のある分析枠組み

を構築した。

特質の 2つ白は，第 2・3・4の課題と関わって，独自の分析対象を設定した

ことが挙げられる。本研究では，米国 11蛮際教育jを分析する際の対象として，

先行研究で注目されてきた行政と学校のみではなく， NPOも含めた3者に着自し，

その特徴と関係性を考察した。特に，企業や行政等，多株な組織から支援・要請

を受けて学校現場に影響を及ぼす 100際教育j推進NPOを，分析対・象として重視
している。

3.本研究の構成

本研究は，序章と終章に加えて，全5章より構成される。以下，各章の概要を

示す。

序章では， 1国際教育Jに関する先行研究の考察を踏まえて，問題の月IT在と本研

究の自的を提示した。また，次章以降で使用する基本的概念を検討した。

第 l章では，本研究で用いる分析の枠組みを示した。まず，分析対象となる

NPO・行政・学校や分析資料となる NPO関連の文書，改革関連の文書，インタ

ピュー，授業・プログラム関連の文書等について，本研究における位置づけを論

じた。次に，社会運動論の諸概念を先行研究も踏まえて検討した上で，本研究の

分析視角を， NPO・行政・学校の特徴と関係性からなる構造も念頭に置き，提示

した。また，特に，第3章以降で行う分析で対象となる NPOの基礎的情報とし

て， 1国際教育j校制度や「国際教育jモデルによる改革の下，ローカルレベルで

影響力を持つ NPOが，どのような組織的特徴，歴史的変遷，プログラム等を持

っているのかを考察した。

第2章では，第1章の分析枠組みに基づき， NPOの側から「国際教育jの構造

を分析した。まず，公的な場である学校に変革を求める「罰際教育j推進 NPO
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がグローパル化に関わる何を問題とし，それに対し，どのような教育を提案して

いるのか等を検討し 安全保障型，経済中心型，政治的コスモポリタニズム型，

地球的・文化的領域中心型，国家的・文化的領域中心型の 5つの類型を析出した。

さらに， NPOは，グローパル化の何に注目するかによって，主張する「国際教

育jが異なる傾向にあり，富家に対する言及の仕方も多様であることを示した。

次に， NPOがどのような方法で公教育に影響を及ぼそうとしているのかを分析

し，行政への提案・陳情中心型，学校提携型，社会変革中心型という 3つの異な

る「戦略jを導出した。また， NPOはプログラム・カリキュラムの提案やインタ

ーネットの活用を重視する一方で，働きかける主たる対象が，類型ごとに異なる

ことを明らかにしたO

第3章では，行政が推進する「国際教育Jの特徴と NPOに及ぼす影響の検討

から，改革がNPOの活動に，どのような「機会jを与え， i告Ij約jを課している

のかを考察した。手続きとしては，まず，行政の「国際教育J改革を分析するた

めには， i改革を担う行政の主体はどこかjと「改革は推奨型か統制j型かjという

2つの観点を設定することが有効であることを論じた。そして， 2つの観点より

分析を進めた結果，シアトル学区は，学区主体・統制型改革として， 1-包括的な改

革Jiモデルによる共通性の担保Ji教師の主導的役割Jの3つの主要な特徴を持

ち，それらが， NPOの興経に貢献していることが明らかとなった。

第4章では，学校の「国際教育j自襟と協力 NPOの「国際教育j自標・役割

の分析から，学校が NPOの活動に対-して，どのような「機会jを与え， i告Ij約J

を課しているのかを考察した。具体的には，まず，調査結果を基に， i国際教育j

を担う教師・管理職の目標観を検討し，地域の医際的理解型，政治的コスモポリ

タニズム型，基礎的技能育成中心型の 3つの類型を析出した。また，同様に，学

校と協力している NPOの f函際教育j自標として，グローパルな価値の獲得中

心型，世界の諸課題の理解中心型，グローカルな現象理解中心型，多文化理解中

心型の4つの類型を， NPOの役割として，プログラム・カリキュラム提案特化

型，プログラム・カリキュラム提案，研修バランス型の2つの類型を示した。そ

の上で，強力な「呂際教育J改革が，目標・役割の異なる多様な NPOの活動に

肯定的な影響を与えていることを明らかにした。また，協力形態としては，地元

を主要な教育資源として活用する NPOは小学校で、共感を得やすく，世界の学習

を柱とする NPOは中・高等学校で受け入れられやすい傾向があることを示した。
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第5章では，第2・3・4章の分析結果から， I国際教育jの構造を総合的に考

察した。具体的には，その特徴として，流動性， NPOが行政・学校関の改革に関

わる矛盾やゆがみを補う役割を担うという原理， NPO・行政・学校の独自の特徴，

3者間の多様な協力の実態を明らかにした。そして，この結果から，上記の構造

的特徴が， I国際教育Jの実践レベルでのわかりにくさを生んでいることを示し

fこ一口

また，課題の改善のためには，行政・学校が目指すべき「毘際教育jを策定し，

最適な NPOを選択して活用すべきことや， NPO・行政・学校の3者からなる構

造を踏まえて， I国際教育jに取り組むべきであることを提示した。最後に，この

構造下では， NPOを選別する教員に高い能力が求められるため，効果的な研修が

必要であることを論じた。

終章では，第5章までの分析をまとめ，序章で検討した「国際教育Jの問題も

踏まえて，本研究の成果を示すとともに，今後の課題を提示した。
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